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１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 5¶216¶250 0 0 5¶216¶250 1¶565¶326 349¶488 3¶650¶924

有形固定資産 その他の有形固定資産 18¶061¶508 0 0 18¶061¶508 14¶126¶927 3¶201¶081 3¶934¶581

計 23¶277¶758 0 0 23¶277¶758 15¶692¶253 3¶550¶569 7¶585¶505

無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア 37¶036¶710 606¶900 0 37¶643¶610 32¶332¶529 7¶417¶457 5¶311¶081

計 37¶036¶710 606¶900 0 37¶643¶610 32¶332¶529 7¶417¶457 5¶311¶081

~ その他の有形固定資産の内訳は、工具・器具及び備品であります。
２．有価証券の明細 （単位：円）

種 類 及 び 銘 柄 取 得 価 額 券 面 総 額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額 摘 要

満 期 保 有 目 的 債 券
国債

利付国債（５年）第70回 5¶316¶168¶000 5¶280¶000¶000 5¶303¶842¶593 `

計 5¶316¶168¶000 5¶280¶000¶000 5¶303¶842¶593 `

貸借対照表計上額合計 5¶303¶842¶593

３．貸付金の明細 （単位：円）

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高 摘 要
回 収 額 償却額

預金者貸付 80¶655¶142¶473 298¶838¶797¶773 321¶987¶966¶833 0 57¶505¶973¶413

地方公共団体貸付 2¶598¶898¶907¶887 0 148¶977¶523¶852 0 2¶449¶921¶384¶035

計 2¶679¶554¶050¶360 298¶838¶797¶773 470¶965¶490¶685 0 2¶507¶427¶357¶448

~ 回収額は、任意返済、期日返済及び繰上返済によるものであります。
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Ô．損益計算書関係
該当事項はありません。

Õ．キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 35¶177¶373¶774¶734円
（特別貯金） � 35¶139¶156¶092¶017円
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資金期末残高 38¶217¶682¶717円
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２．委託会社との主な相殺取引に係る説明事項
預金者との郵便貯金の預入、払戻し及び貸付金等に係る取引について、独立行政法人郵便貯金・
簡易生命保険管理機構法（平成17年法律第101号）及び郵政民営化法（平成17年法律第97号）の

規定に基づく貯金に関する契約並びに独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平成17

年法律第101号）の規定に基づく借入金に関する契約により、株式会社ゆうちょ銀行との間で同
額の債権債務及び収益費用が発生し、互いに相殺される仕組みとなっております。
このため、上記の取引については、キャッシュ・フローは生じません。

Ö．行政サービス実施コスト計算書
引当外退職給付増加見積額は、国からの出向役職員に係るものであります。

×．重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ø．重要な後発事象
該当事項はありません。

š
 


		2012-07-29T14:36:40+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




